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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第68期

中間会計期間
第69期

中間会計期間
第68期

会計期間
自 2023年２月21日
至 2023年８月20日

自 2024年２月21日
至 2024年８月20日

自 2023年２月21日
至 2024年２月20日

売上高 (百万円) 88,473 93,515 177,188

経常利益 (百万円) 7,130 7,203 12,588

中間(当期)純利益 (百万円) 4,762 4,749 8,202

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 2,523 2,523 2,523

発行済株式総数 (株) 69,588,856 69,588,856 69,588,856

純資産額 (百万円) 81,515 88,761 84,984

総資産額 (百万円) 137,064 146,042 140,463

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 79.32 79.08 136.66

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 79.14 78.56 136.31

１株当たり配当額 (円) 14.00 15.00 29.00

自己資本比率 (％) 59.3 60.5 60.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,972 6,538 11,542

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,080 △1,447 △4,504

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,135 △1,030 △2,184

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 61,518 66,677 62,624
 

(注)１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。また、当社は関係会社を有し

ておりません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の状況

当中間会計期間におけるわが国経済は、深刻化する人手不足を背景に賃金の伸びが拡大するなど雇用・所得環

境が改善する一方、急激な為替相場の変動や継続的な物価上昇により消費マインドの低下が懸念されるなど、景

気の先行きについては不透明な状況が続いております。

このような環境の中、当社は、北海道から沖縄までの全国47都道府県に、お客様にとって便利で標準化された

店舗網の拡充を進めるため、21店舗の新規出店を行いました。また、一方で10店舗を閉鎖いたしました。以上の

結果、中間会計期間末の店舗数は1,120店舗となりました。

商品別の売上高の動向におきましては、衣料部門は４月以降の気温上昇に伴い春物衣料や夏物衣料が好調に推

移しました。また、小学校高学年向けの衣料につきまして、引き続き大きく売上を伸ばしております。雑貨部門

は紙おむつ、粉ミルクなどの食料品、レイン用品、玩具、哺乳瓶などの調乳育児用品などが好調でありました。

売上総利益におきましては、円安の影響などにより売上総利益率が低下しましたが、売上高が増加したことに

より、326億１千６百万円（前年同期比4.9％増）となりました。

販売費及び一般管理費におきましては、積極的な出店で店舗数が増加したことや新紙幣発行への対応などによ

り、255億９千２百万円（前年同期比5.1％増）となりました。

以上の結果、当中間会計期間の売上高は935億１千５百万円（前年同期比5.7％増）、営業利益は70億２千４百

万円（前年同期比4.2％増）、経常利益は72億３百万円（前年同期比1.0％増）、中間純利益は47億４千９百万円

（前年同期比0.3％減）となりました。

なお、当社の事業内容はベビー・子供の生活関連用品の販売事業の単一セグメントのみであるため、セグメン

トごとの業績の状況の記載を省略しております。
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（2）財政状態の分析

当中間会計期間末における総資産は1,460億４千２百万円と前事業年度末から55億７千８百万円の増加となりま

した。これは、主に現金及び預金が42億８百万円、投資その他の資産が10億７千５百万円増加したことなどによ

ります。

当中間会計期間末における負債は572億８千１百万円と前事業年度末から18億２百万円の増加となりました。こ

れは、主に支払手形及び買掛金が６億８千５百万円、電子記録債務が４億７千３百万円、預り金(流動負債「その

他」)が１億２千８百万円増加したことなどによります。

当中間会計期間末における純資産は887億６千１百万円と前事業年度末から37億７千６百万円の増加となりまし

た。これは、主に中間純利益47億４千９百万円による増加の一方、配当金の支払９億円および自己株式の取得３

億円があったことで減少したことなどによります。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ、40億５千２百

万円増加し、中間会計期間末残高は666億７千７百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、65億３千８百万円の増加（前年同期比14億３千３百万円の収入減少）となりました。

これは、主に税引前中間純利益が71億４千３百万円となったことや、仕入債務の増加が９億３千９百万円あった

一方、法人税等の支払額が23億４千７百万円となったことなどによります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、14億４千７百万円の減少（前年同期比16億３千３百万円の支出減少）となりました。

これは、主に固定資産の取得による支出11億３千６百万円があったことや、投資有価証券の取得による支出11億

２千６百万円があった一方、投資有価証券の売却及び償還による収入７億９百万円があったことなどによりま

す。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、10億３千万円の減少（前年同期比１億５百万円の支出減少）となりました。これは、

主に配当金の支払額９億円や自己株式の取得による支出３億円があったことなどによります。

 
（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はありませ

ん。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めておりますが、当中間

会計期間において重要な変更はありません。

 
（5）研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社西松屋チェーン(E03287)

半期報告書

 4/21



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 191,220,000

計 191,220,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年８月20日)

提出日現在発行数(株)
(2024年10月３日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 69,588,856 69,588,856
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 69,588,856 69,588,856 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 

第33回新株予約権

決議年月日 2024年５月14日（定時株主総会）

付与対象者の区分及び人数 当社従業員56名

新株予約権の数(個)※ 756（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）※

普通株式　75,600（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ １株当たり2,353（注）２

新株予約権の行使期間※ 2026年６月１日～2030年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)※

発行価格　　2,804
資本組入額　1,402

新株予約権の行使の条件※

(1)新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社
または当社の関係会社の取締役、監査役、執行役または従
業員であることを要する。
(2)前号の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場
合には、新株予約権者は、新株予約権を行使することがで
きるものとする。
①当社または当社の関係会社の取締役、監査役、執行役を
任期満了により退任した場合。
②定年退職その他正当な理由のある場合。
③契約社員においては、労働契約書に定めた雇用期間満了
により退職した場合。ただし、当社在職中の勤続年数が5
年以上であることを要する。
(3)新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め
ない。
(4)その他の新株予約権の行使条件は、取締役会決議に基
づき、新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契
約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項※
　新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）３
 

※　新株予約権の発行時（2024年６月３日）における内容を記載しております。

(注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、本新株予約権のうち当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と合併もしくは株式交換を行う場合および当社が会社分割を行う場合、その他本新株予約

権の目的たる株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は合理的な範囲内で目的た

る株式の数を調整することができるものとする。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満

の端数を切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

また、当社が他社と合併もしくは株式交換を行う場合および当社が会社分割を行う場合、当社は行使価額を

調整することができるものとする。　

当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式を処分する場合（ただし、当社普通株式の交付と引き

換えに当社に取得される証券もしくは当社に対して取得を請求できる証券、当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権の行使によるものは除く。）は次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満

の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行

株式数
＋

新規発行

普通株式数
×

１株当たり

払込金額

新規発行前の普通株式の株価

既発行株式数＋新規発行普通株式数
 

なお、上記の算式において「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数から当社が保有する普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には、「新規発行普通株式数」を「処分す

る自己株式数」に、「新規発行前の普通株式の株価」を「処分前普通株式の株価」に、それぞれ読み替える

ものとする。
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３　組織再編成を実施する際の新株予約権の取り扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の

新株予約権を、以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は

消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契

約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編行為の条件等を

勘案のうえ調整して得られる再編後行使価額に(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権の権利行使期間

残存新株予約権の権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、残存

新株予約権の権利行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により新株発行を行う場合において増加する資本金および資本準備金の額

組織再編行為の条件等を勘案のうえ決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

(8) その他の新株予約権の行使の条件

表中「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年２月21日
　　～
2024年８月20日

― 69,588,856 ― 2,523 ― 2,321
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(5) 【大株主の状況】

2024年８月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

友好エステート株式会社 兵庫県姫路市元塩町38番地１ 9,628.5 16.02

大 村 禎 史 兵庫県姫路市 4,876.9 8.11

大 村 浩 一 兵庫県姫路市 3,782.4 6.29

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン
ターシティAIR

3,649.1 6.07

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD
AC ISG (FE-AC)
（常任代理人：株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　決
済事業部）

2,889.0 4.81

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
（常任代理人：ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

PLUMTREE COURT,25 SHOE LANE,LONDON EC4A
4AU,U.K.
(東京都港区虎ノ門２丁目６番１号　虎ノ門
ヒルズステーションタワー）

2,501.0 4.16

みずほ信託銀行株式会社　退職
給付信託　みずほ銀行口　再信
託受託者　株式会社日本カスト
ディ銀行

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,865.8 3.10

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目４-１ 1,420.7 2.36

ハリマ共和物産株式会社 兵庫県姫路市飾東町庄313 1,200.0 2.00

大 村 泰 子 兵庫県姫路市 1,074.7 1.79

計 ― 32,888.3 54.70
 

(注) １　大株主の状況については、信託財産等を合算（名寄せ）せず、株主名簿の記載通りに表示しております。

２　上記のほか当社所有の自己株式9,466.8千株があります。

３　2010年９月27日開催の取締役会にて導入を決議した「株式給付信託（J-ESOP）」に係る株式会社日本カスト

ディ銀行（信託Ｅ口）所有の当社株式216.8千株を自己株式数に含めて記載しております。

４　上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 3,649.1千株

株式会社日本カストディ銀行 1,865.8千株
 

５　株式会社日本カストディ銀行の所有株式数1,865.8千株は、株式会社みずほ銀行がみずほ信託銀行株式会社

に委託した退職給付信託の信託財産を株式会社日本カストディ銀行に再信託したものであり、その議決権行

使の指図権は株式会社みずほ銀行が留保しております。

６　2024年８月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書(変更報告書)において、2024年７月31日現在

で以下のとおり当社の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2024年８月20日現在にお

ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

エフィッシモ　キャピタル　マ
ネージメント　ピーティー
イー　エルティーディー
（Effissimo Capital
Management Pte. Ltd.）

260　オーチャードロード　#12-06　ザ
ヒーレン　シンガポール　238855
（ 260 Orchard Road #12-06 The Heeren
Singapore 238855）

5,289.9 7.60

計 ― 5,289.9 7.60
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年８月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,168 （注）１、２

9,466,800

完全議決権株式(その他)
普通株式

600,530 （注）１、３
60,053,000

単元未満株式
普通株式

― ―
69,056

発行済株式総数 69,588,856 ― ―

総株主の議決権 ― 602,698 ―
 

(注)１　100株につき、１個の議決権を有しております。

２　当社所有の自己株式が9,250,000株、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式が

216,800株含まれております。

３　証券保管振替機構名義の株式が3,300株(議決権33個)含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2024年８月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社西松屋チェーン

兵庫県姫路市飾東町庄
266番地の１

9,250,000 216,800 9,466,800 13.60

計 ― 9,250,000 216,800 9,466,800 13.60
 

（注）他人名義で所有している理由等　

所有理由 名義人の氏名または名称 名義人の住所

「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財
産として拠出

株式会社日本カストディ銀
行（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海１丁目８
番12号

 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しております。

当社の中間財務諸表は、第一種中間財務諸表であります。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2024年２月21日から2024年８月20日ま

で)に係る中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2024年２月20日)
当中間会計期間
(2024年８月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 61,935 66,144

  売掛金 5,407 5,931

  商品 32,929 32,138

  未着商品 1,293 2,260

  預け金 1,561 1,382

  その他 2,465 1,709

  流動資産合計 105,593 109,567

 固定資産   

  有形固定資産 15,875 16,418

  無形固定資産 767 753

  投資その他の資産 18,226 19,302

  固定資産合計 34,870 36,474

 資産合計 140,463 146,042

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 12,357 13,042

  電子記録債務 30,237 30,710

  未払法人税等 2,612 2,695

  賞与引当金 847 901

  設備関係支払手形 115 223

  株主優待引当金 77 72

  その他 5,468 5,793

  流動負債合計 51,716 53,440

 固定負債   

  退職給付引当金 1,134 1,186

  役員退職慰労引当金 328 328

  資産除去債務 1,798 1,827

  その他 501 498

  固定負債合計 3,762 3,840

 負債合計 55,478 57,281
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2024年２月20日)
当中間会計期間
(2024年８月20日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,523 2,523

  資本剰余金 2,767 2,864

  利益剰余金 89,001 92,850

  自己株式 △11,048 △11,091

  株主資本合計 83,242 87,146

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,406 1,353

  繰延ヘッジ損益 70 △76

  評価・換算差額等合計 1,476 1,276

 新株予約権 265 338

 純資産合計 84,984 88,761

負債純資産合計 140,463 146,042
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間会計期間
(自 2023年２月21日
　至 2023年８月20日)

当中間会計期間
(自 2024年２月21日
　至 2024年８月20日)

売上高 88,473 93,515

売上原価 57,393 60,899

売上総利益 31,079 32,616

販売費及び一般管理費 ※１  24,340 ※１  25,592

営業利益 6,739 7,024

営業外収益   

 受取利息 57 72

 受取配当金 75 101

 為替差益 181 －

 その他 84 81

 営業外収益合計 399 255

営業外費用   

 支払利息 1 1

 支払手数料 4 5

 売電費用 2 2

 為替差損 － 66

 その他 0 0

 営業外費用合計 8 75

経常利益 7,130 7,203

特別損失   

 減損損失 83 56

 店舗閉鎖損失 3 3

 特別損失合計 87 60

税引前中間純利益 7,042 7,143

法人税、住民税及び事業税 2,326 2,428

法人税等調整額 △45 △34

法人税等合計 2,280 2,393

中間純利益 4,762 4,749
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間会計期間
(自 2023年２月21日
　至 2023年８月20日)

当中間会計期間
(自 2024年２月21日
　至 2024年８月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 7,042 7,143

 減価償却費 661 693

 減損損失 83 56

 店舗閉鎖損失 3 3

 賞与引当金の増減額（△は減少） 2 53

 株主優待引当金の増減額（△は減少） △3 △4

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 22 51

 受取利息及び受取配当金 △133 △174

 支払利息 1 1

 売上債権の増減額（△は増加） 290 △523

 棚卸資産の増減額（△は増加） △980 △176

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,787 939

 未払金の増減額（△は減少） 348 428

 未払消費税等の増減額（△は減少） 639 35

 その他 △67 222

 小計 9,699 8,751

 利息及び配当金の受取額 100 136

 利息の支払額 △1 △1

 法人税等の支払額 △1,825 △2,347

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,972 6,538

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △751 －

 固定資産の取得による支出 △2,038 △1,136

 建設協力金及び敷金・保証金の差入による支出 △227 △166

 建設協力金及び敷金・保証金の回収による収入 315 272

 投資有価証券の取得による支出 △534 △1,126

 投資有価証券の売却及び償還による収入 236 709

 その他 △80 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,080 △1,447

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △781 △900

 自己株式の取得による支出 △299 △300

 自己株式の処分による収入 109 311

 リース債務の返済による支出 △35 △25

 割賦債務の返済による支出 △128 △115

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,135 △1,030

現金及び現金同等物に係る換算差額 14 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,770 4,052

現金及び現金同等物の期首残高 57,748 62,624

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  61,518 ※１  66,677
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

　　コミットメントライン契約

当社では資金調達の安定性を高めるため、取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しております。この

契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2024年２月20日)
当中間会計期間
(2024年８月20日)

コミットメントライン極度額
借入実行残高

10,000百万円
－百万円

10,000百万円
－百万円

借入未実行残高 10,000百万円 10,000百万円
 

 

(中間損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。　

 
前中間会計期間

(自　2023年２月21日
 至　2023年８月20日)

当中間会計期間
(自　2024年２月21日
 至　2024年８月20日)

従業員給料 6,139百万円 6,488百万円

退職給付費用 84百万円 128百万円

地代家賃 8,064百万円 8,302百万円

賞与引当金繰入額 846百万円 901百万円

株主優待引当金繰入額 50百万円 48百万円
 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。　

 
前中間会計期間

(自　2023年２月21日
 至　2023年８月20日)

当中間会計期間
(自　2024年２月21日
 至　2024年８月20日)

現金及び預金勘定 61,135百万円 66,144百万円

預け金勘定 1,199百万円 1,382百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △816百万円 △849百万円

現金及び現金同等物 61,518百万円 66,677百万円
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(株主資本等関係)

前中間会計期間(自 2023年２月21日 至 2023年８月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年４月５日
取締役会

普通株式 784百万円 13円00銭 2023年２月20日 2023年４月25日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）制度に基づく株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）に対する

配当金２百万円を含んでおります。

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年９月27日
取締役会

普通株式 843百万円 14円00銭 2023年８月20日 2023年11月１日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）制度に基づく株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）に対する

配当金３百万円を含んでおります。

 

　３．株主資本の著しい変動

当社は、2023年４月５日開催の取締役会決議により299百万円（178,900株）の自己株式を取得しております。

この結果、当中間会計期間において、自己株式が204百万円増加し、当中間会計期間末において自己株式が10,963

百万円となっております。

 
当中間会計期間(自 2024年２月21日 至 2024年８月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年４月３日
取締役会

普通株式 903百万円 15円00銭 2024年２月20日 2024年４月23日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）制度に基づく株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）に対する

配当金３百万円を含んでおります。

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月２日
取締役会

普通株式 905百万円 15円00銭 2024年８月20日 2024年11月１日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）制度に基づく株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）に対する

配当金３百万円を含んでおります。

 

　３．株主資本の著しい変動

当社は、2024年４月３日開催の取締役会決議により299百万円（133,600株）の自己株式を取得しております。

この結果、当中間会計期間において、自己株式が43百万円増加し、当中間会計期間末において自己株式が11,091

百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、ベビー・子供の生活関連用品の販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

 

 
前中間会計期間

（自　2023年２月21日
至　2023年８月20日）

当中間会計期間
（自　2024年２月21日
至　2024年８月20日）

子供衣料 29,154百万円 29,931百万円

育児・服飾雑貨 51,042百万円 55,131百万円

ベビー・マタニティー衣料 8,235百万円 8,402百万円

その他 41百万円 50百万円

顧客との契約から生じる収益 88,473百万円 93,515百万円

その他の収益 ―百万円 ―百万円

外部顧客への売上高 88,473百万円 93,515百万円
 

 

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益および算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益および算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

項目
前中間会計期間

(自 2023年２月21日
至 2023年８月20日)

当中間会計期間
(自 2024年２月21日
至 2024年８月20日)

（1）１株当たり中間純利益 79円32銭 79円08銭

(算定上の基礎)   

中間純利益(百万円) 4,762 4,749

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る中間純利益(百万円) 4,762 4,749

普通株式の期中平均株式数(株) 60,043,374 60,061,605

（2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 79円14銭 78円56銭

(算定上の基礎)   

中間純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) 130,895 397,651

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年
度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり中間純利益および潜

在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。

１株当たり中間純利益および潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均

株式数は前中間会計期間220,100株、当中間会計期間217,914株であります。
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２ 【その他】

（１）期末配当

2024年４月３日開催の取締役会において、2024年２月20日現在の株主に対して、第68期の期末配当を次のとお

り行うことを決議いたしました。

配当金の総額 903百万円

１株当たりの額 15円00銭

支払請求の効力発生日および
支払開始日

2024年４月23日
 

 

（２）中間配当

2024年10月２日開催の取締役会において、2024年８月20日現在の株主に対して、第69期の中間配当を次のとお

り行うことを決議いたしました。

配当金の総額 905百万円

１株当たりの額 15円00銭

支払請求の効力発生日および
支払開始日

2024年11月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

 

2024年10月2日

株式会社西松屋チェーン

     取締役会  御中  

有限責任監査法人トーマツ
 

     神　戸　事　務　所

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中   田   　   明  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千　　原   徹　　也　　 

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社西松屋

チェーンの2024年2月21日から2025年2月20日までの第69期事業年度の中間会計期間（2024年2月21日から2024年8月20日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、株式会社西松屋チェーンの2024年8月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点におい

て認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として

のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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